
「児童館ガイドライン」の改正について（平成30年10月策定）

○ 児童館の運営や活動が地域の期待に応えるための基本的事項を示し、望ましい方向を目指すものとして、
平成23年３月に児童館ガイドラインを発出した。

〇 その後、改正・施行された児童福祉法などの子どもの健全育成に関する法律との整合や今日的課題に対
応する児童館活動の現状を踏まえた児童館ガイドラインの見直しが課題となった。

〇 社会保障審議会児童部会「遊びのプログラム等に関する専門委員会」（平成27年５月設置）及び同委員会
に設置された「今後の地域の児童館等のあり方検討ワーキンググループ」（平成29年２月設置）において、
児童館ガイドラインの見直しについて検討を行い、「児童館ガイドライン」改正案をとりまとめた。

児童館ガイドラインの発出・改正の経緯
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児童館ガイドラインの改正のポイント

※従前の児童館ガイドラインの６項目25節・約5,500字から、９章構成、39項目・約14,700字に拡充するととともに、児童館職員が
具体的に参考になるような内容及び平易な文章表現にした。

地域の子ども・子育て支援に資する児童福祉施設としての児童館の更なる機能拡充を目指し、
平成30年10月、改正「児童館ガイドライン」を自治体あてに通知した。

• 児童福祉法改正及び児童の権利に関する条約の精神
にのっとり、子どもの意見の尊重、子どもの最善の利益
の優先等について示した。

• 児童福祉施設としての役割に基づいて、児童館の施設
特性を新たに示し、①拠点性、②多機能性、③地域性
の３点に整理した。

• 子どもの理解を深めるため、発達段階に応じた留意点
を示した。

• 児童館の職員に対し、配慮を必要とする子どもへの対応
として、いじめや保護者の不適切な養育が疑われる場合
等への適切な対応を求めた。

• 子育て支援の実施について、乳幼児支援や中・高校生
世代と乳幼児の触れ合い体験の取組の実施等内容を追
加した。

• 大型児童館の機能・役割について新たに示した。



１ 理念 児童館は、児童の権利に関する条約の精神及び児童福祉法の理念にのっとり、年齢及び発達の程度に応じて、子どもの意見を尊重し、子どもの最
善の利益が優先して考慮されるよう子どもの育成に努めなければならない。

２ 目的 児童館は、18歳未満のすべての子どもを対象とし、地域における遊び及び生活の援助と子育て支援を行い、子どもの心身を育成し情操をゆたかに
することを目的とする施設である。

３ 施設特性
〇 児童館は、子どもが、その置かれている環境や状況にかかわりなく、自由に来館して過ごすことができる児童福祉施設である。
〇 子どもにとって、遊びは生活の中の大きな部分を占め、遊び自体の中に子どもの発達を増進する重要な要素が含まれている。
〇 児童館の特性には、①拠点性、②多機能性、③地域性がある。

４ 社会的責任 子どもの権利擁護／活動内容についての説明責任／プライバシーの保護や秘密保持／苦情対応 等

第１章 総則【新設】
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改正児童館ガイドラインの概要 ①

○ 児童館では、その対象となる乳幼児期、児童期、思春期の子どもの発達の特徴や過程を理解し、発達の個人差を踏まえて、一人ひとりの心身の状態を把
握しながら子どもの育成に努めることが求められる。

第２章 子ども理解【新設】

１ 遊び及び生活を通した子どもの発達の増進 遊び及び生活の場での継続的な関わりを通して適切な支援をし、発達の増進に努めること。
２ 子どもの安定した日常の生活の支援 子どもの遊びの拠点と居場所となることを通して、子どもの安定した日常の生活を支援すること。
３ 子どもと子育て家庭が抱える可能性のある課題の発生予防・早期発見と対応
子どもと子育て家庭の課題の発生を予防し、かつ早期発見に努め、専門機関と連携して適切に対応すること。

４ 子育て家庭への支援 子育て家庭に対する相談・援助を行い、子育ての交流の場を提供し、地域における子育て家庭を支援すること。
５ 子どもの育ちに関する組織や人のネットワークの推進 地域組織活動の育成を支援し、地域の子どもを健全に育成する拠点としての役割を担うこと。

第３章 児童館の機能・役割

１ 遊びによる子どもの育成
子どもが遊びによって心身の健康を増進し、知的・社会的能力を高め、情緒をゆたかにするよう援助すること。子どもが自ら遊びを作り出したり遊びを選択
したりすることを大切にすること。

２ 子どもの居場所の提供
子どもが安全に安心して過ごせる居場所となるため、自己効力感や自己肯定感が醸成できるような環境づくりに努めるとともに、子どもの自発的な活動を
尊重し、必要に応じて援助を行うこと。中・高校生世代も利用できる施設であることから、実際に利用可能な環境づくりに努めること。

３ 子どもが意見を述べる場の提供
子どもの意見が尊重されるように努めること。児童館の活動や地域の行事に子どもが参加して自由に意見を述べることができるようにすること。子どもの話
し合いの場を計画的に設け、自分たちで活動を作り上げることができるように援助すること。

第４章 児童館の活動内容
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改正児童館ガイドラインの概要 ②

４ 配慮を必要とする子どもへの対応
障害の有無にかかわらず子ども同士がお互いに協力できるよう活動内容や環境について配慮すること。家庭や友人関係等に悩みや課題を抱える子どもへ
の対応、不適切な養育等や虐待が疑われる場合、子どもに福祉的な課題があると判断した場合には、関係機関等との連携により、適切な支援を行うこと。
障害のある子どもの利用に当たっては、合理的配慮に努めること。

５ 子育て支援の実施
子どもと保護者が自由に交流できる場を提供し交流を促進すること。乳幼児を対象とした活動の実施や、乳幼児と中・高校生世代等との触れ合い体験の取
組を推進すること。地域の子育て支援の包括的な相談窓口としての役割を果たすこと。

６ 地域の健全育成の環境づくり
児童館活動に関する理解や協力が得られるよう努めること。地域全体で健全育成を進める環境づくりに努めること。児童館がない地域に出向いたりして、遊
びや児童館で行う文化的活動等の体験の機会を提供するように努めること。

７ ボランティア等の育成と活動支援
子どもが児童館や地域社会で自発的に活動できるように支援すること。中・高校生世代、大学生等を対象としたボランティアの育成や職場体験、施設実習
の受け入れなどに努めること。

８ 放課後児童クラブの実施と連携
児童館で放課後児童クラブを実施する場合には、「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」及び「放課後児童クラブ運営指針」に基づいて
行うよう努めること。

第４章 児童館の活動内容 （続き）

１ 児童館活動及び運営に関する業務
児童館の目標や事業計画、活動計画の作成／遊びの環境と施設の安全点検、衛生管理、清掃や整理整頓／活動や事業の結果の職員間での共有・振り
返り／会議・打合せ／利用状況や活動内容、業務の実施状況や施設の管理状況等の記録／広報活動

２ 館長の職務
利用者の把握と運営統括／児童厚生員の業務の円滑化／地域の社会資源等との連携／苦情や要望への対応／子育てに関する相談対応や関係機関と
の連携／保護者への連絡

３ 児童厚生員の職務
子どもの育ち・子育てに関する地域の実態把握／子どもの遊びの援助や子どもと子ども集団の主体的な成長への支援／特に援助が必要な子どもへの支
援／子どもの遊びや生活の環境の整備／児童虐待防止のための保護者等への情報提供、早期発見／配慮が必要とされる子どもの個別記録の作成／子
育てに関する相談対応

４ 児童館の職場倫理
倫理規範の遵守（子どもの人権尊重・権利擁護、子どもの性差・個人差の配慮、国籍や信条等による差別的な取扱いの禁止、子どもに身体的・精神的苦痛
を与える行為の禁止、個人情報・プライバシー保護、保護者や地域住民との信頼関係の構築）／身だしなみへの留意／倫理規範の明文化

５ 児童館職員の研修
児童館の職員や運営主体が積極的に資質向上に努めること／運営主体や市町村・都道府県による研修の実施／研修の日常活動への反映

第５章 児童館の職員
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改正児童館ガイドラインの概要 ③

１ 設備 集会室、遊戯室、図書室等や事務執行に必要な設備のほか、必要に応じた設備や備品を設けること。乳幼児や障害のある子どもの利用に当
たって、安全を確保するとともに利用しやすい環境に十分配慮すること。

２ 運営主体 子どもの福祉や地域の実情を理解し、安定した財政基盤と運営体制を有し、継続的・安定的に運営できるよう努めること。運営内容について自
己評価及び結果の公表に努め、利用者や地域住民等の意見を取り入れること。可能な限り第三者評価を受けること。

３ 運営管理 地域の実情に合わせて開館日や開館時間を設定すること。利用する子どもについての把握・保護者との連絡を行うこと。運営協議会等を設置
すること。運営管理の規定、責任者を定め、法令を遵守し職場倫理を自覚して職務に当たるよう組織的に取り組むこと。要望、苦情へ迅速かつ
組織的な対応を図ること。職員体制と勤務環境を整備すること。

第６章 児童館の運営

１ 安全管理・ケガの予防 子どもの事故やケガ防止のため、安全対策、安全学習、安全点検と補修、緊急時の対応等に留意し、計画や実施方法を整えておく
こと。

２ アレルギー対策 アレルギー疾患のある子どもには保護者と協力して適切な配慮に努めること。誤飲事故や食物アレルギーの発生予防に努めること。
３ 感染症対策等 感染症の発生予防に努めるとともに、感染症や食中毒等の発生時の対応方針をあらかじめ定めておくこと。
４ 防災・防犯対策 防災・防犯に関する計画やマニュアルを策定し、安全点検・安全確保に関する情報共有等に努めること。定期的な避難訓練等の実

施や災害発生時に必要な物品等を備えること。来館時、帰宅時の安全対策について保護者・地域と連携し、見守り活動等の実施
に取り組むこと。

５ 衛生管理 子どもの感染症予防や健康維持のために施設・設備の衛生管理を行うこと。採光・換気等保健衛生に十分配慮すること。

第７章 子どもの安全対策・衛生管理【新設】

１ 家庭との連携 家庭と連絡をとり適切な支援を行うこと。特に援助が必要な子どもには、関係機関等と協力して継続的に援助を行うこと。
２ 学校との連携 児童館の活動や学校の行事、子どもの様子等について、適切な情報交換を行うこと。子どもの安全管理上の問題等が発

生した場合、適切な対応がとれるよう学校との連絡体制を整えておくこと。
３ 地域及び関係機関等との連携 地域住民等に積極的に情報提供を行い、信頼関係を築くこと。子どもの安全の確保、福祉的な課題の支援のため、日頃よ

り地域の子どもの安全と福祉的な課題に対応する社会資源との連携を深めておくこと。

第８章 家庭･学校･地域との連携

１ 基本機能 大型児童館は、固有の施設特性を有し、子どもの健全育成の象徴的な拠点施設である。他の機能を有する施設と
の併設等の場合にも、児童福祉施設である児童館の機能が十分に発揮されることが求められる。

２ 県内児童館の連絡調整・支援 県内児童館の情報の把握や相互利用、運営等の指導、館長や児童厚生員等の研修、児童館活動の啓発、地域組
織活動等の連絡調整等、大型児童館相互の連携や積極的な情報交換を行うこと。

３ 広域的・専門的健全育成活動の展開 県内児童館等で活用できる各種遊びのプログラムを開発、普及を図ること。児童館のない地域等に出向き、遊びの
提供等に努めること。優良な児童福祉文化財の保有や活用、児童福祉文化を高める舞台の鑑賞体験を行うこと。

第９章 大型児童館の機能・役割【新設】



昭和60年に国が設置した「こどもの城」（平成27年３月末に完全閉館）は、
これまで、先駆的な遊びのプログラム（約500種類）を開発し、来館した子ど
もたちに提供するほか、全国の児童館等に情報提供するなどの役割を果
たしてきたところである。
こうした約30年にわたり蓄積されてきた遊びのプログラムや「こどもの城」
が果たしてきた機能及び役割については、今後も国が引き継ぎ、遊びのプ
ログラムの全国的な普及啓発や新たなプログラムの開発、今後の地域の
児童館等のあり方などを検討するため、社会保障審議会児童部会の下に
「遊びのプログラム等に関する専門委員会」（以下「専門委員会」という。）を
設置する。

２．構成等

（１）専門委員会委員は、別紙のとおりとする。
（２）専門委員会には委員長を置く。
（３）専門委員会は、委員長が必要があると認めるときは、関係者の参加を
求めることができる。

（４）専門委員会の庶務は、厚生労働省子ども家庭局子育て支援課におい
て処理する。

（１）「こどもの城」が開発した遊びのプログラム等の分析及び評価について
（２）新たなプログラムの開発について
（３）今後の地域の児童館等のあり方について
（４）その他

委員会は、原則公開とする。

氏 名 所属・役職

植木 信一 新潟県立大学人間生活学部子ども学科教授

大塚 晃 上智大学総合人間科学部社会福祉学科教授

北島 尚志 ＮＰＯ法人あそび環境Museumアフタフ・バーバン理事長

佐野 真一 港区立麻布子ども中高生プラザ館長

○鈴木 一光 一般財団法人児童健全育成推進財団理事長

高松絵里子 北海道中標津町役場町民生活部参事

中川 一良 社会福祉法人健光園 京都市北白川児童館館長

羽崎 泰男 一般社団法人鬼ごっこ協会代表理事

松田 妙子 ＮＰＯ法人せたがや子育てネット代表理事

吉村 温子 玉川大学非常勤講師

遊びのプログラム等に関する専門委員会 設置要綱・委員名簿

（五十音順）

○委員長

【開催実績】
第１回 平成27年６月５日 第２回 平成27年10月２日 第３回 平成27年11月27日 第４回 平成28年１月29日 第５回 平成28年３月28日
第６回 平成28年５月27日 第７回 平成28年７月29日 第８回 平成28年10月17日 第９回 平成29年２月10日 第10回 平成29年11月13日
第11回 平成30年１月12日 第12回 平成30年３月23日 第13回 平成30年６月22日 第14回 平成30年９月20日

１．設置の趣旨

３．主な検討事項

４．その他

５．委員
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「児童館ガイドライン」が平成23年に定められ５年が経過し、この間、これ
まで先駆的な遊びのプログラム（約500種類）を開発し、全国の児童館等に
情報提供するなどの役割を果たしてきた「こどもの城」が平成27年３月末に
完全閉館したことや、子どもの貧困、児童虐待、中高生の居場所確保等新
たな問題への対応など児童館を取り巻く環境が変化してきており、ガイドラ
インの見直しなど今後の地域の児童館等のあり方を検討する必要がある。
今後の地域の児童館等のあり方を検討し、児童館運営の指針となる「児
童館ガイドライン」の見直しなどを専門的な見地から検討を行うため、「遊び
のプログラム等に関する専門委員会」（以下、「本委員会」という。）の下に
ワーキンググループを設置する。

（１）ワーキンググループの構成員は、本委員会の委員及び外部有識者等
から委員長が指名する。

（２）ワーキンググループの検討状況を本委員会に随時報告するとともに、
検討結果を本委員会に報告する。

（３）ワーキンググループは、委員長が必要があると認めるときは、関係者の
参加を求めることができる。なお、委員長にあっては必要に応じて参加
することができる。

（４）ワーキンググループの庶務は、厚生労働省子ども家庭局子育て支援
課において処理する。

（１）今後の地域の児童館等のあり方について
（２）「児童館ガイドライン」の見直し
（３）その他

会議は、原則公開とする。

氏 名 所属・役職

○植木 信一 新潟県立大学 人間生活学部子ども学科教授

中川 一良 社会福祉法人健光園 京都市北白川児童館館長

【専門委員】

氏 名 所属・役職

安部 芳絵 工学院大学 教育推進機構教職課程科准教授

斉藤 朋行 東久留米市中央児童館館長

柳澤 邦夫 栃木県上三川町立上三川小学校校長

【外部有識者】

今後の地域の児童館等のあり方検討ワーキンググループ 設置要綱・構成員名簿

（五十音順）

○座長

【開催実績】
第１回 平成29年11月28日 第２回 平成30年３月12日

２．構成等

３．主な検討事項

４．その他

５．構成員

１．設置の趣旨
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